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医師偏在対策がなぜ必要か
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○ 国は医師が勤務地や診療科を自由に選択するという自主性（医師の
プロフェッショナルオートノミー）を尊重し、インセンティブ付け等を推進す
る対策を実施してきた。

○しかし、医師数の全国的な増加を図っても地域の医師不足は根強く、
医師の偏在対策が十分図られなければ、地域の医師不足の解消はでき
ないという結論に至った。

○そこで、偏在対策の方向性として自主性を尊重した対策だけでなく、一
定の規制も含めた強力な医師偏在対策が必要と判断した。

小括

2017年12月医師需給分科会第2次中間とりまとめを経て、
2018年3月医療法及び医師法の一部改正を国会へ
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医療法及び医師法の一部改正
（医師偏在対策）の概要



改正の概要
１．医師少数区域等で勤務した医師を評価する制度の創設【医療法】
２．都道府県における医師確保対策の実施体制の強化【医療法】
３．医師養成過程を通じた医師確保対策の充実【医師法、医療法】
４．地域の外来医療機能の偏在・不足等への対応【医療法】
５. 地域医療構想の実現を図るための知事権限の追加【医療法】

改正の趣旨
医師偏在を解消して、地域における医療提供体制を確保する。

医師法、医療法の一部を改正する法律案
（一部の規定を除き施行期日2019.4.1）
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１、医師少数区域等で勤務した医師を評価する制度
【医療法】（平成32年4月1日施行）

・医師少数区域での一定期間の勤務経験と地域医
療への知見を有する医師を厚労大臣が評価・認定
する制度の創設

・認定を受けた医師を一定の病院の管理者として評
価する仕組みの創設
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認定医師（医療機関の管理者）になるためには（施行まであと2年）

医師少数地域でどのぐらい勤務する？
→赴任先の病院には迷惑な駆け込みや押しかけでの短期赴任
→医師少数区域の病院が混乱

管理者要件となる病院は？
→今のところ地域医療支援病院といわれているが
→厚生省令で定めるとあるため
→厚労省の意向で対象は拡げられる（例えば無床診療所まで）
→新たな医療の在り方を踏まえた医師・看護師等の働き方ビジョン検討会の議論
全ての保険医療機関の責任者となるため短期期間医師不足地域への勤務が必要



２．都道府県における医師確保対策の実施体制
の強化【医療法】（平成31年4月1日施行）

・都道府県においてPDCAサイクルに基づく医師確保対策を
進めるための「医師確保計画」の策定

・都道府県と大学医局等が必ず連携することを目的とした
「地域医療対策協議会」の機能強化

・医師の配置調整等のための地域医療支援事務の見直し
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構成員を都道府県、大学、医師会、医療関係者に改組する

2018.2.9 厚生省医療計画策定研修会「医師偏在対策」資料より
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2017.10.9 第１２回医師需給分科会資料より



３．医師養成過程を通じた医師確保対策の充実【医師法、医療法】

医師確保計画との整合性の確保の観点から医師養成過程を次のとおり見直
し、各過程における医師確保対策を充実

・医学部（平成31年度）（医療法）
都道府県知事から大学に対する地域枠、地元出身入学者枠の設定、
拡充の要請権限の創設

・臨床研修（平成32年度）（医師法）
臨床研修病院の指定（厚生省令に基づく）、研修医の募集定員の設定
権限の国から都道府県への移譲

・専門研修（平成31年度）（医師法）
国から日本専門医機構等に対し、必要な研修機会を確保するよう要請

する権限の創設国及び都道府県から日本専門医機構等に対し、地域医
療の観点から必要な措置の実施を意見する仕組みの創設
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愛知、神奈川はこのあたり。医師数が多いわけではない

312018.2.9 厚生省医療計画策定研修会「医師偏在対策」資料より



専門医の現状→多くはカリキュラム制、複数の専門医の取得や専門科目の変更可
開業時診療科自由標榜、専門医の広告可能、インセンティブなし
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外科専攻医 5人以下が14県、うち3県は1人

内科専攻医 1桁が2県、20人未満が計16県

・東京一極集中

・内科、外科などの専攻医が減少

平成30年度新専門医制度専攻医1次募集の結果

この様な専攻医の偏在（診療科、地域）が毎年継続
→地域医療は崩壊

国や県が専門医機構へ意見が言える仕組みが必要（専
門医自体の在り方は今後も検討が必要）

総合診療科専攻医 全国で153人、0人が11県

救急科専攻医 全国で234人、0人が7県
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４．地域の外来医療機能の偏在・不足等への対応
【医療法】（平成31年4月1日施行）

外来医療機能の偏在・不足等の情報を可視化するため、
二次医療圏ごとに外来医療関係者による協議の場を設け、
地域における外来医療機関間の機能分化・連携の方針と
併せて協議・公表する仕組みの創設
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2018.2.9 厚生省医療計画策定研修会「医師偏在対策」資料より
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無床診療所の開設に対する開業規制
地域医療構想調整会議にて医療圏の診療所数が過剰と判断された場合
→病床規制のように新規開業の規制や、標榜診療科の制限がかかる

診療所が多い地域 増加している診療科

外来機能の偏在や不足をどう評価？
中小の病院、診療所の外来機能は多彩（複数標榜で専門外も診療、医師
数一人or複数、医師年齢、性など）かかりつけ医機能の議論がない
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外来医療機能の偏在対策への懸念



392017.11.8 第１４回医師需給分科会資料より
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考察
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医師のプロフェッショナルオートノミーとは

医師専門職としての自律：患者診療に関して政府や行政
機関等の外部による規制（他律）を受けないという自由を意
味するとともに自ら実効性のある自己規律のシステムを構
築しそれにしたがって行動してゆく自由をも意味している。
自己規律のシステムは私利的または内部保護的であって
はならず、また、公平、合理的で、十分な透明性を備えてい
なければならない。

手塚一男（日本医師会参与、弁護士）「医師とプロフェッショナルオートノミー」より
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2017.9.13医師・看護師等の働き方ビジョン検討会報告書医師偏在対策資料より



プロフェッショナルオートノミーが発揮できれば
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・地域医療対策協議会
医師偏在指標に基づく地域のニーズにあった医師確保対策
（医師確保数や初期研修医数、専門医数の設定）
過去の実績にこだわらない地域の実情にあった研修病院の募集定員
医師少数地域でも医師が働きやすいキャリア形成プログラム

・地域医療構想調整会議
地域での医療連携を前提とした外来医療機能や必要専門医数の可視化

・大学
隣の医師少数県の地域枠や自県の地元枠の学生数の適切な設定

・専門医機構
学会などの意向でなく地域の実情に合った適切な専攻医数の振り分け
地域医療従事者や女性医師のライフイベントに応じたカリキュラム

個々の医師の医師少数地域での勤務へのモチベーションを引
き出す→医師偏在の解消



プロフェッショナルオートノミーが発揮できなければ
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医師偏在の拡大→国の強制的な制限や規制

・医療機関の管理者要件の拡大
医師少数地域での勤務の必要な管理者が、省令で地域医
療支援病院だけから公的病院、最後は保険医療機関全部
へ拡大→実質的な医師少数地域での勤務の強制

・診療所の標榜診療科や開業地域の規制や制限
外来医療機能の可視化から病院の基準病床のように厳し
く制限



結語

医師、医療機関、医療団体は、今こそプロ
フェッショナルオートノミーを発揮して国の行
き過ぎた規制をとどまらせる必要がある。
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